大阪府歯科保険医協会　会員各位

レセプトオンライン請求「手上げ方式」でさえない
 民主の「原則化＝義務化」 
　厚労省の省令改正（案）に意見の集中を
今回の省令改正案は、長妻昭厚生労働大臣が記者会見で「一部義務化を猶予する」と話したとおり、あくまでオンライン請求の義務化です。これは、医療従事者の多くが原則化とは、いわゆる「手挙げ方式」だとして、民主の新政権誕生に寄せた期待を大きく裏切るものです。改正案は一部しか「義務化」免除にならないものであり絶対に容認できません。

厚労省は10月９日付けで省令改正案に対するパブリックコメント募集しています。

1人でも多くの先生方が意見を協会に集中していただきますよう、ご協力をよろしくお願い申し上げます。
※協会から厚労省に一斉ＦＡＸいたします。直接、厚労省への意見提出は、厚労省のＨＰよりお願いします。

· レセプトオンライン請求の義務化は完全に撤回すること

· 国は患者の同意なしに個人情報を集積するオンライン義務化をやめること
· 患者情報の漏えいの危険性があるオンライン請求の義務化は止めること
· レセプトデータを医療費抑制策に利用しないこと


「レセプトオンライン請求に関する省令「改正」案について」

厚生労働省保険局総務課

保険システム高度化推進室　担当宛
意　　見
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医療機関名〔　　       　　　　　　　　　　　　〕
住　　　所〔　 　　　　　　　　　　　　　　　　〕
（理事会声明）
オンライン請求義務化の完全撤廃を望む
長妻昭厚生労働大臣は、１０月９日にレセプトオンライン請求義務化を定めた省令第１１１号を見直すことを表明した。見直しの中心は２点で①年間レセプト２０００枚以下（医科は３６００枚）②すべての常勤医師・歯科医師が２０１１年３月末時点（医科診療所は２０１０年３月末）で６５歳以上である場合に限り、義務化から除外するというものである。

これは省令１１１号の「オンライン請求義務化」をそのまま実行し、一部の例外を認めただけにすぎない。現時点で民主政権は、長妻大臣が記者会見で「義務化を一部猶予する」と話したとおり、「義務化」の撤回はせず、開業医が請求方法を選択できる「手挙げ方式」も認めていない。まさに自公政権の「義務化」をそのまま引き継いだものである。

私たちがレセプトオンライン請求義務化撤回訴訟などを通じて提起した①患者のプライバシー・情報の自己決定権の侵害（憲法１３条）②患者の生存権に直結した保険診療行為の可否を国会の議決なしに一片の省令で決めることの憲法違反（憲法２２、２５、４１条）――の中身をいささかも改善するものにはなっていない。
医療は、経済上の効率化やいわゆる医療サービスの向上などの観点からのみ論じられるものではない。医療で最も大切にされなければならないのは、国民・患者と医師・歯科医師との信頼関係の確立、及び受療権、個人情報の自己決定権を含む患者さんの人権の最大限の尊重という観点である。レセプトオンライン義務化は、国民・患者の人権を踏みにじり国民医療を破壊するものと断じざるを得ない。

厚労省は１０月１０日からパブリックコメントを募集（１０月２３日締め切り）している。医療の真のＩＴ化とオンライン請求による一元管理やレセプトの目的外利用とが混同されないよう、私たちは、今後も訴訟や国民・患者署名を通じてレセプト請求のオンライン化そのものの危険性を伝え、オンライン義務化の無条件完全撤廃をめざすものである。
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